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「京都市同和行政終結後の行政の在り方総点検委員会」の設置について 
 

 京都市では，半世紀以上にわたって，市民ぐるみで同和問題の解決に取り組み，かつての劣悪

な同和地区の住環境や住民の生活実態は大幅に改善するなど，大きな成果を挙げてきました。 
このことを踏まえ，特別施策の根拠法であった「地域改善対策特定事業にかかる国の財政上の

特別措置に関する法律」の期限である平成 13年度末には，特別施策としての同和対策事業を終
結させました。そして現在は，同和問題を多岐にわたる人権問題の一つに位置付け，一般施策と

して，その解決に取り組んでいます。 
しかしながら，長年の同和行政が，成果とともに負の側面を生み出してきたことも事実であり，

市民の間にある同和行政に対する不信感を払拭しない限り，同和問題の真の解決はあり得ません。 
このため，「京都市同和行政終結後の行政の在り方総点検委員会」を設置し，各界の市民の皆

様の英知を集めて，法的な検討も加えつつ，同和行政終結後においても残る課題について，オー

プンで透明性の高い議論を行い，市民の皆様の理解を得られる結論を見出し，見直すべきことは

直ちに是正します。 
こうした抜本的な改革を断行し，市民協働で「人権文化の息づくまち・京都」の実現を目指し

ます。 
 
 

記 
  
  

１ 設置目的 
同和行政終結後の行政の在り方について，総点検を行い，必要な改革・見直しを実行するこ

とにより，行政に対する市民の不信感を一掃し，市民一人一人が個人として尊重される人権尊

重のまちづくりを進めるため 
 
２ 委員構成 
 ⑴ 幅広い意見を聴取し，より深い議論をいただくため，広く学識経験者・法曹界・経済界・

労働界・マスコミ関係者などで構成 
 ⑵ 委員メンバーは，別紙１のとおり 
 
３ 議論内容（詳細は，別紙２のとおり） 
  以下の具体的な検討項目について議論いただき，１年間で結論をまとめる。 
 ⑴ 自立促進援助金制度の検証及び今後の方針 
 ⑵ コミュニティセンターの在り方 
 ⑶ 市立浴場等の地区施設の在り方 
 ⑷ 改良住宅の管理・運営の在り方 
 ⑸ 市民意識の向上に向けた人権啓発，崇仁地区における環境改善 など 
 
４ 会議の公開 
会議は公開の場で行い，徹底的にオープンで透明性の高い議論をいただく。 








